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税務情報  

日台民間租税取決め－署名 

11 月 26 日、公益財団法人交流協会（日本側）と亜東関係協会（台湾側）との間

で「所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税の防止のための公益

財団法人交流協会と亜東関係協会との間の取決め」（日台民間租税取決め）に

署名が行われました。 

日本は、公益財団法人交流協会と亜東関係協会を通じて、台湾との関係を非政

府間の実務関係として維持してきており、日台民間租税取決めもこの両協会間

が署名する形で締約されました。なお、両協会は、日台民間租税取決めに規定

する事項を実施するために必要なそれぞれの地域の関係当局の同意を得るよう

相互に協力することが、取決めの冒頭で確認されています。 

これまで日本と台湾の間には租税条約はなく、これは日台間の初めての租税に

関する取決めとなります。 

日台民間租税取決めの主な内容は以下のとおりです。 

1. 源泉地域における投資所得に対する課税の軽減 

配当、利子及び使用料については、源泉地域における課税が以下のように軽減

されます。 

配当 利子 使用料 

10％ 10％ 10％ 

なお、一方の地域内において生じた利子であって、その利子の受益者が他方の

地域の行政当局等、その他方の地域の中央銀行又は輸出の促進を目的とする
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金融機関であってその他方の地域の行政当局等により全面的に所有されるもの

である場合等には、その一方の地域における租税は免除されます。 

2.  事業利得 

事業活動によって取得する利得については、企業が進出先に恒久的施設（支店

等）を設けて事業活動を行っている場合においてのみ、その恒久的施設の行う

事業活動によって取得する利得に限定して、進出先において課税が行われるこ

とになります。 

3.  国際運輸業 

一方の地域の企業が船舶又は航空機を国際運輸に運用することによって取得

する利得に対しては、その一方の地域においてのみ租税を課することができるこ

とになります。 

4.  譲渡収益 

一方の地域の居住者が保有する他方の地域の居住者である子会社の株式の

譲渡から生ずる収益については、その他方の地域において租税が課されないこ

ととされます。ただし、その子会社が、資産価値の 50％以上がその他方の地域

内にある不動産により直接又は間接に構成される法人に該当する場合を除きま

す。 

5.  給与所得 

短期滞在者免税の規定により、一方の地域の居住者である給与所得者が他方

の地域において行う勤務について取得する報酬に対しては、他方の地域におけ

る滞在期間が、その暦年において開始し、又は終了するいずれの 12ヵ月の期間

においても、合計183日を超えない場合には、一定の要件のもと、その他方の地

域における租税が免除されることになります。 

6.  その他 

以下の規定が設けられます。 

 濫用防止規定（主要目的テスト） 
 相互協議に関する規定 
 情報交換に関する規定 

7. 効力発生 

公益財団法人交流協会及び亜東関係協会は、この日台民間租税取決めの効力

発生のためにそれぞれの地域において必要とされる手続が完了したことを書面

により相互に通知することになります。そして、この日台民間租税取決めは、双

方の書面による通知のうちいずれか遅い方が受領された日に効力が生じます。 

日台民間租税取決めは以下のように適用されます。 

日本国について 

課税年度に基づいて課さ

れる租税 
この取決めが効力を生ずる年の翌年の1
月1日以後に開始する各課税年度の租税 

課税年度に基づかないで

課される租税 
この取決めが効力を生ずる年の翌年の1
月1日以後に課される租税 

情報交換条項 この取決めが効力を生ずる年の翌年の1
月1日以後に開始する課税年度の租税又

は同日以後に課される租税に関する情報 
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台湾について 

源泉徴収される租税 この取決めが効力を生ずる年の翌年の1
月1日以後に支払われる所得 

源泉徴収されない所得に

対する租税 
この取決めが効力を生ずる年の翌年の1
月1日以後に開始する各課税年度の所得 

情報交換条項 この取決めが効力を生ずる年の翌年の1
月1日以後に開始する課税年度の租税又

は同日以後に課される租税に関する情報 

【参考】 
公益財団法人交流協会 
【記事資料】「所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税の防止のた

めの公益財団法人交流協会と亜東関係協会との間の取決め」（略称「日台民間

租税取決め」）［お知らせ］（2015 年 11 月 26 日） 
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